
熊本大学 令和２(2020)年度 後期分 一般枠

授業料免除申請のしおり
【日本人学部学生用】

※割り振られた日時に申請書を提出することが出来ない場合は、申請期間中の都合の良い日に提出してください。
※受付期間中の電話の問い合わせは、職員不在で対応できない場合がありますので、ご不明な点は事前（７月28 日まで）に問い合わせを
お願いします。

■申請受付期間を過ぎての申請は、一切受け付けません。 ただし、学資負担者の死亡等による家計急変は、授業料の納入期限内
の窓口開室時間にご相談ください。

＝希望者は申請のしおりを熟読のうえ、申請書類を揃えて申請受付期間内に持参にて申請してください。＝

  ■はじめに
   ※これまで大学独自に実施していた授業料免除制度は、令和２年度から始まった「高等教育の修学支援新制度」

    に移行しました。

  ■令和元年度に授業料免除申請を行った学部学生に対する経過措置について
   ※本学では、新制度への移行に伴い、令和元年度に授業料申請を行った学部学生のうち、新制度の対象外

   となる者、新制度の支援区分の決定の結果、現在の免除額を下回る者等に対して、経過措置による大学独自の

   支援を実施します。

  ■令和２年度授業料免除の対象者について
   Ａ．修学支援新制度の「給付奨学生」に採用された人
   Ｂ．修学支援新制度の申請要件により、新制度の申請が出来なかった人
   Ｃ．令和２年９～１０月（予定）に実施する修学支援新制度の「在学採用」の申請を予定している人
   Ｄ．平成２８年熊本地震により被災した世帯の人
   Ｅ．熊本地震以外の災害救助法適用地域で被災した世帯の人
  ※対象者によって、免除方法が異なります。詳しくは５ページ以降を参照願います。

◆在学生 〈学生本人が持参〉
申請受付期間 受付時間 場所 対象

７月２９日（水） 文学部・工学部
７月３０日（木） 自然科学教育部

10:30-12:30
薬学部宮本記念館

コンベンションホール
薬学部・薬学教育部中心ですが､他学部等も受け付けます。

14:30-17:00
医学教育図書棟
４階第４講義室

医学部・医学教育部・保健学教育部中心ですが
他学部等も受け付けます。

８月 ３日（月） 教育学部・教育学研究科・特別別科・特別専攻科
８月 ４日（火） 社会文化科学教育部・法学部・理学部

10:00-13:00
14:30-17:00

７月３１ 日（金）

工学部
百周年記念館

10:00-13:00
14:30-17:00

工学部
百周年記念館
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・令和２年度授業料免除の対象者及び申請期間等 1
・熊本大学が独自に実施する授業料免除申請の流れ図（その１、その２） 3～4
１．授業料免除の対象者 5
２．申請の条件及び申請方法について 5
３．選考方法 6
４．免除の判定結果の確認方法 6
５．申請対象者別の申請方法について 6～8
６．提出書類 8～10
７．個人情報の取扱いについて 10
８．『授業料免除申請書』記入について 11
９．授業料免除に関するQ & A 15
10．申請にあたっての注意事項・後期免除申請スケジュール・問合せ先 16
11．提出前セルフチェックシート 17
12．授業料免除申請書及び添付書類（様式） ※別途ＰＤＦファイルを掲載

［授業料免除申請書］：Ａ４サイズ 全３ページあり
※申請書は、必ず全ページの左上をホチキス留めして提出してください。

［添付書類（様式）］
（様式１）授業料免除連絡票 → 申請受付時に配付します。
（様式２）アルバイト収入状況申立書
（様式３）奨学金受給状況申告書
（様式４）源泉徴収票等貼付台紙
（様式５）給与支給（見込）証明書
（様式６）退職及び退職金支給証明書
（様式７）在学状況及び授業料免除状況証明書
（様式８）申立書
（様式８の２）就労に関する申立書
（様式９）母子・父子世帯申立書
（様式10）独立生計者申立書
（様式11）長期療養証明書
（様式12）単身赴任証明書
（様式13）主たる家計支持者の別居（単身赴任等）に係る支出状況申告書
（様式14）年金受給状況申告書

【目次】
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2020/7/10

　ＮＯ  ＮＯ

【※】１．すでに修学支援制度の給付奨学生に採用された人について、毎年７月頃に申請時に提出されたマイナンバーに基づいて、日本学生
　　　　　支援機構で家計基準の再審査を実施します。
　　　２．再審査の結果に基づいて、令和２年１０月から給付奨学金の支援区分（免除区分）の見直しが行われます。
　　　３．１０月からの支援区分（免除区分）の見直しの結果、令和元年度に熊本大学独自の授業料免除申請をした人で、見直し後の給付奨学
　　　金の支援区分（免除区分）との間に差額が生じた場合、令和２年１０月以降に希望者を対象とした大学独自の授業料免除申請の受付を行
　　　う予定です。（詳細については、決まり次第、大学ＨＰ、Ｗｅｂ掲示板等でお知らせします。）

ＮＯ

ＹＥＳ

ＹＥＳ    ＮＯ

ＹＥＳ

　 　　ＮＯ
ＹＥＳ

ＹＥＳ

令和２年度（後期分）熊本大学が独自に実施する授業料免除申請の流れ図（その１）

ＹＥＳ   ＮＯ

令和元年度（前期または後期）に熊本大学の授業料免除申請を行った

①令和２年４月、７月、８月

に採用された修学支援新制

度の「給付奨学生」である。
※支援区分がⅠ、Ⅱ、Ⅲの人

熊本大学

独自の授業料

免除は申請

できません
※新制度の支援区

分（免除結果）のみの

適用となります。
★しおりP.7 Cの【b】参照

※令和２年９～１０月

（予定）に修学支援新

制度の「在学採用」の

申請を予定している

人は、しおりのP.7を

参照

日本人（留学に当たらない外国人を含む。）の学部学生で、令和２年４月

現在、２～４年生（医学部・薬学部は５～６年生を含む）である

① 令和２年７月２９日～８

月４日に熊本大学独自の

授業料免除申請書を提出

する。
※従来どおり、課税証明書その他の添

付書類が必要です。

① 令和２年１１月下旬頃

（予定）に熊本大学独自

の授業料免除の結果を

発表

END

① 令和２年４月、７月、８月

に決定された修学支援新制

度の支援区分の結果に基づ

き、令和２年度修学支援新

制度の支援区分（免除結果）

との差額について、大学独

自の免除を受けることを希望

する。
【※】７月に家計基準の再審査に

よる支援区分見直し有り。詳しく

は下記欄外を参照してください。

修学支

援新制

度によ

る支援

区分の

み適用

※熊本大

学独自の

授業料免

除は受け

られませ

ん。

END

①・②熊本大学独自の授業料免除を実施
※①は、修学支援新制度の支援区分との差額を免除する

※②は、「全額免除」、「半額免除」、「不許可」を決定する

②修学支援新制度の申

請をしようとしたが、申請

要件外だったため、申請

が出来なかった。

※申請要件に該当しない場合

（申請出来ない人）：

１．資産要件が基準外の人

２．大学に入学した日が、高校

を初めて卒業した翌年度の末

日からの期間が２年以上経過

している人

② 令和２年７月２９日～

８月４日に熊本大学独自

の授業料免除申請書を

提出する。
※従来どおり、課税証明書その

他の添付書類が必要です。

②

①

②

② 令和２年１１月下旬頃

（予定）に熊本大学独自の

授業料免除の結果を発表

※「半額免除」及び「不許可」の

人の授業料は、大学が指定す

る日に「授業料の銀行預金口

座自動引落とし」により、納入

する。 END

①

③

START

③

③ イの書類に基づき、令和２年12月下旬頃（予定）に修学支援新制

度による支援区分（免除結果）が決定する

③ 令和２年９～10月に予定され

ている修学支援新制度の「在学

採用」の申請を予定している。

※「在学採用」＝日本学生支援機構の

給付奨学金の申請を指します。

令和２年度後

期分授業免除

申請はできま

せん。

③【重要】令和２年９～10月に修学

支援新制度の「在学採用」申請を予

定している人は、必ず次のアとイの

手続きをしてください。
※この手続きをしないと、１０月27日(水)

に令和２年度後期分授業料が銀行口座

から引き落とされるため、修学支援新制

度による授業料免除が受けられません。

ア. 令和２年７月29日～８月４日の申請期間内に ①「熊本大学独自

の授業料免除申請書」 を提出する。併せて②「修学支援新制度によ

る授業料等減免申請書」を提出する。

イ．令和２年９月～10月頃（予定）に実施する日本学生支援機構「給

付奨学金」の申請手続きを必ず行う。

③ アの書類に基づき、熊本大学独自の授業料免除を実施
※修学支援新制度の支援区分との差額を免除する。

③

③令和３年◯月頃（時期未定）に授業料免除の結果を発表

END

③

【注】免除申請をしても、基準を満たしていない場合は、

　　　授業料免除は受けられません。
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令和２年度（後期分）熊本大学が独自に実施する「熊本地震特別枠」授業料免除申請の流れ図（その２）

    ＹＥＳ

ＹＥＳ ＮＯ

  ＹＥＳ     ＮＯ

    ＮＯ

 　 　　 ＮＯ

 ＮＯ ＹＥＳ

   ＹＥＳ

ＹＥＳ

熊本地震特

別枠による

授業料免除

申請はでき

ません

END

④ 令和２年７月29日～８月４

日に熊本地震特別枠授業料免

除申請書を提出する。
※従来どおり、罹災証明書のコピーが

必要。

※被災状況が「半壊」の人は、熊本大

学独自の授業料免除申請書との併

願が必要です。

④

⑥ ウ の書類に基づき、熊本大学独自の授業料免除を実施
※修学支援新制度の支援区分との差額を免除する。

START

⑥令和３年◯月頃（時期未定）に授業料免除

の結果を発表 END

現在、大学に在学する「学部生」で、かつ、令和２年４月、７月、８月に採用された修学支援新

制度の「給付奨学生」である ※支援区分がⅠ、Ⅱ、Ⅲの人

平成２８年熊本地震により被災した世帯の学生である
※被災状況が「全壊」、「大規模半壊」、「半壊」のいずれかに限る。

⑥ 令和２年９～10月に予定されて

いる修学支援新制度の 「在学採

用」の申請を予定している。

④ 令和2年4月、7月、８月に決定さ

れた修学支援新制度の支援区分

の結果に基づき、令和2年度修学

支援新制度の支援区分（免除結

果）との差額について、大学独自の

免除を受けることを希望する。
【※】７月に家計基準の再審査による支援区

分見直し有り。詳しくはP..3 流れ図（その１）の

欄外を参照してください。

④ 令和２年11月下旬頃（予定）

に熊本大学独自の授業料免除

の結果を発表

END

④

修学支援

新制度に

よる支援

区分のみ

適用

※熊本大

学独自の

授業料免

除は受け

られませ

ん。

END

⑥

⑤ 修学支援新制度の「給

付奨学金」の申請をしようと

したが、申請要件外だったた

め、申請が出来なかった。
※申請要件に該当しない場合

（申請出来ない人）：

１．資産要件が基準外の人

２．大学に入学した日が、高校を

初めて卒業した翌年度の末日か

らの期間が２年以上経過してい

る人

⑥ エ の書類に基づき、令和２年12
月下旬頃（予定）に修学支援新制度

による支援区分が決定

⑤ 令和２年７月29日～８月４日に

熊本地震特別枠授業料免除申請書を

提出する。
※従来どおり、罹災証明書のコピーが必要。

※被災状況が「半壊」の人は、熊本大学独自

の授業料免除申請書との併願が必要です。

⑤ 令和２年11月下旬頃（予定）に熊本

大学独自の授業料免除の結果を発表
※「半額免除」及び「不許可」の人の授業料

は、大学が指定する日に「授業料の銀行預

金口座自動引落」により、納入する。 。
END

⑥【重要】令和2年9～10月
に修学支援新制度の「在学採

用」申請を予定している人は、

必ず次のウとエの手続きをして

ください。
※この手続きをしないと、10月２9日に

令和２年度後期分授業料が銀行口座

から引き落とされるため、修学支援新

制度による授業料免除が受けられませ

ん。

ウ. 令和2年7月29日～8月4日に①

「熊本地震特別枠の授業料免除申

請書」と②「修学支援新制度による授

業料等減免申請書」を提出する。
※従来どおり、罹災証明書のコピーが必要

※被災状況が「半壊」の人は、熊本大学独自の授

業料免除申請書との併願が必要です。

エ．令和2年9月～10月頃（予定）に

実施する日本学生支援機構「給付奨

学金」の申請手続きを必ず行う。
※新制度に基づく日本学生支援機構の給

付奨学金申請書を提出する。

⑤

⑥

⑤

⑥

⑥

令和２年４月に入学した学部１年生、編入学、専攻科生、

別科生である

④・⑤ 熊本大学独自の授業料免除を実施
※④は、修学支援新制度の支援区分との差額を免除する。

※⑤は、「全額免除」、「半額免除」、「不許可」を決定する。

【注】免除申請をしても、基準を満たしていない場合は、

　　　授業料免除は受けられません。
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令和２年度における授業料免除対象者別の申請資格について
日本人（留学に当たらない外国人を含む。）の学部学生で次に掲げる「授業料免除の対象者」のい

ずれかに該当する場合、学生本人の申請に基づき選考のうえ、熊本大学独自の授業料免除を行うこと
があります。希望者は本しおりを熟読のうえ、申請してください。

１．授業料免除の対象者

注意 上記に該当していても、次のいずれかに該当する場合は、対象となりませんので注意してください。
① 出願しようとする学期分の授業料を納入済の者
② 病気、留学等の特別の理由がなく、留年している者
③ 病気、留学等の特別の理由がなく、最短修業年限を超えている者
④ 申請に係る学期の開始前６ヶ月以内に懲戒処分を受けた者及び処分中の者

２．申請の条件及び申請方法について

■ 授業料免除の対象者によって、申請条件が異なります（免除のしおり３～４ページ参照）。
（１）上記免除対象者のＡ、Ｂに該当する人は、次の条件を満たさないと、申請することができません。

※ 令和元年度（前期または後期）に授業料免除の申請を行った者であること

（２）上記免除対象者のＤ、Ｅに該当する人は、令和元年度に授業料免除の申請を行っていなくても、熊本
大学独自の授業料免除を申請することができます。ただし、修学支援新制度の申請要件を満たしている人は、
そちらを先に申請してください。

■ 申請方法
（１）申請書等は、必ず学生本人が持参してください（本人確認のため、必ず学生証持参のこと）。職員が学生

本人と面談のうえ、世帯構成や家計状況を確認します。指定された申請書受付期間内に実習等で提出できな
い場合は、７月28日（火）までに連絡のうえ、経済支援担当に持参してください。

（２）具体的な申請方法は、「１．授業料免除の対象者」ごとに異なります。対象者別に下記のページを参照し
てください。

Ａ．修学支援新制度の「給付奨学生」に採用された人 ……    6ページ

Ｂ．修学支援新制度の申請条件により、新制度の申請が出来なかった人 …… ７ページ

Ｃ．令和２年９～１０月（予定）に実施する修学支援新制度の「在学採用」の申請
の申請を予定している人 …… ７ページ

Ｄ．平成２８年熊本地震により被災した世帯の人 …… ８ページ

Ｅ．熊本地震以外の災害救助法適用地域で被災した世帯の人 …… ８ページ
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３．選考方法

（１）授業料免除は、申請者のうち学力基準と家計基準の両方を満たした者について、本学の予算の範囲内
で、家計困窮度の高い者から順に選考を行います。
令和２年度から修学支援新制度が始まることに伴い、免除結果が前回と異なる場合があります。また、
家計困窮度が高いと判断された場合であっても、学力基準を満たしていなければ免除になりません。

（２）学力基準については、Q&A⑮（15ページ）を参照してください。
前期も後期も、1年間は同じ成績で判定されます。

（３）家計基準については、本学のホームページに免除の収入限度額目安表を掲載しています。ただし、目
安表の金額は、標準的な世帯を想定して作成されたものであり、各世帯における控除の状況によって

金額は異なってきます。
また、上記（１）にあるように、当該年度の予算の範囲内で選考を行いますので、収入限度額の基準

内にあっても、毎回必ずしも免除になるとは限りません。あくまでも目安として参考にしてください。

４．免除の判定結果の確認方法
学生本人が次の要領で確認してください。ご家庭（保護者等）へ郵便での通知は行っておりません。
http://uportal.kumamoto-u.ac.jp/にアクセスして学内パソコンから「熊本大学学務情報システム

（SOSEKI)」 を開く
「学生情報」→「学生ポートフォリオ」→「学費収納状況」→「授業料免除」欄で結果確認

５．申請対象者別の申請方法について

Ａ．修学支援新制度の「給付奨学生」に採用された人

   １．令和元年度（前期または後期）に熊本大学独自の授業料免除申請をした人は、令和2年4月､7月､8月に決定された

    修学支援新制度による給付奨学生の支援区分（免除額）との間に差額が生じた場合、あらためて熊本大学独自の授

    業料免除申請書を提出し、審査を受けることにより、令和２年度修学支援新制度の支援区分（免除額）との差額に

    について、経過措置（大学独自の免除）を受けられる場合があります。

    （例１）大学独自の授業料免除結果が「全額免除」→新制度の支援区分が「Ⅲ（1/3免除）」だった場合

    （例２）大学独自の授業料免除結果が「不許可」→新制度の支援区分が「Ⅱ（2/3免除）」だった場合

※ 例１の場合、新制度の支援区分による免除額との差額（半期分の授業料の2/3の額）を経過措置により免除する

場合があります。

※ 同様に、例２の場合、新制度の支援区分の差額（半期分の授業料の1/3の額）を経過措置により免除する場合が

あります。

   ２．経過措置を受けることを希望する人は、必ず熊本大学独自の授業料免除申請書及び８ページ以降に記載している

    申請に必要な書類を提出してください。経過措置による免除を希望しない場合は、提出は不要です。

   ３．申請受付期間及び場所は、しおりの１ページをご覧ください。

   ４．申請書受付後、審査を行い、令和２年１１月下旬頃（予定）に経過措置による授業料免除結果をSOSEKIに掲載

    します。
  【注１】上記１ですでに修学支援新制度の給付奨学生に採用されている人について、毎年７月頃に申請時に提出されたマイナン

    バーに基づいて、日本学生支援機構で家計基準の再審査を行い､令和2年10月から給付奨学金の支援区分（免除区分）の見直し

    が行われます。令和２年10月の支援区分（免除区分）の見直しの結果、熊本大学独自の授業料免除の結果との間に差額が生じ

    る場合、上記１と同様に令和２年度修学支援新制度の支援区分（免除額）との差額について、経過措置が受けられる場合があ

    ります。

  【注２】注１に該当する人で、令和２年度修学支援新制度の支援区分（免除額）との差額について、経過措置を受けることを希望

    する人を対象とした大学独自の授業料免除申請書の受付を令和２年10月以降に実施する予定です。詳細な日時等については、

    ては、決まり次第、大学HP、WEB掲示板等でお知らせします。
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Ｃ．令和２年９～１０月（予定）に実施する修学支援新制度の「在学採用」の申請を予定して
いる人

Ｂ．修学支援新制度の申請要件により、新制度の申請が出来なかった人

 １．令和２年９～１０月（予定）に実施する修学支援新制度の「在学採用」の申請を予定している人で、
  （１）令和元年度（前期または後期）に熊本大学の授業料免除の申請を行った人は【ａ】、
  （２）令和元年度に熊本大学の授業料免除の申請を行っていない人は【ｂ】の手続きをしてください。

　　【ｂ】令和元年度に授業料免除申請手続きを行っていない人は、次のウの手続きをしてください。

　　　ウ．令和２年９月～１０月（予定）に実施する修学支援新制度の「給付奨学金」申請手続きを行う。

    ※①日本学生支援機構の「給付奨学金」申請書と②「修学支援新制度の授業料等減免申請書」を両方提出する。

 《在学採用申請後の流れ》

   ④ ウの書類に基づき、令和２年１２月下旬頃（予定）修学支援新制度による支援区分（免除額）が決定する。

　　【ａ】令和元年度（前期または後期）に授業料免除申請書を提出した人は、次のアとイの手続きをしてください。

   ア．令和２年７月29日（水）～８月４日（火）の免除申請受付時に①熊本大学独自の授業料免除申請書と
    ②「修学支援新制度の授業料等減免申請書」を提出する。
   【注意】必ず①熊本大学独自の授業料免除申請書と②修学支援新制度の授業料等減免申請書の提出を両方を提出して
      ください。

　　　イ．令和２年９月～１０月（予定）に実施する修学支援新制度の「給付奨学金」申請手続きを行う。

   【注意】必ずア．修学支援新制度の授業料等減免申請書の提出とイ．日本学生支援機構の「給付奨学金」の申請を
    両方とも行ってください。アもしくはイのどちらか一方の手続きのみでは、修学支援新制度による授業料免除は

    　 受けられません。

 《在学採用申請後の流れ》
   ① イの書類に基づき、令和２年１２月下旬頃（予定）修学支援新制度による支援区分（免除額）が決定する。

   ② 新制度の支援区分（免除額）と熊本大学授業料免除結果との間に差額が生じる場合、アの書類に基づき、審査及び判定

    のうえ、新制度の支援区分との差額について、経過措置（大学独自の免除）を受けられる場合があります。

    （例１）大学独自の授業料免除結果が「全額免除」→新制度の支援区分が「Ⅲ（1/3免除）」だった場合

    （例２）大学独自の授業料免除結果が「不許可」→新制度の支援区分が「Ⅱ（2/3）免除」だった場合

   ※例１の場合、新制度による支援区分による免除額との差額（半期分の授業料の2/3の額）を経過措置により免除する場合が

    あります。

   ※同様に、例２の場合、新制度の支援区分の差額（半期分の授業料の1/３の額）を経過措置により免除する場合があります。

   ③ 経過措置による授業料免除の判定結果の公表時期は未定です。決まり次第、Web掲示板及び大学HPでお知らせします。

   １．修学支援新制度の申請をしようとしたが、申請要件外だったため、申請が出来なかった人を対象とした大学独自

     の授業料免除を実施します。

※新制度の申請要件に該当しない場合（新制度に申請出来ない人）

 （１）生計維持者の資産額の合計が2,000万円以上（ひとり親の場合は、1,250万円以上）ある人

 （２）大学に入学した日が、高校を初めて卒業した翌年度の末日からの期間が２年以上経過している人

   ２．必要書類は、熊本大学独自の授業料免除申請書及び８ページ以降に記載している申請に必要な書類です。

   ３．申請受付期間及び場所は、しおりの１ページをご覧ください。

   ４．申請書受付後、審査を行い、令和２年１１月下旬頃（予定）に大学独自の授業料免除結果をSOSEKIに掲載します。
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Ｅ．熊本地震以外の災害救助法適用地域で被災した世帯の人

６．提出書類 ※マイナンバーの記載のある書類は提出しないでください。

（１）申請者全員が提出する書類（必須）

 

 

奨学金受給状況申告書                      （様式３）受給していなくても「なし」で提出してください。
市区町村発行の最新の所得（課税）証明書（原本）

提出書類 留意事項
授業料免除申請書（A４版）1～3ページ 令和2年10月1日現在で記入してください。(必ず１～３ページの左上をホチキス留めして提出)

アルバイト収入状況申立書                 （様式２）該当がなくても「なし」で提出してください。
授業料免除連絡票（熊本大学）               （様式１）所属学部、学科名、学生番号、氏名、携帯電話番号、申請区分のみ記入願います。

幼児、就学者を除く同一生計家族全員分の個人証明（１人１枚）が必要です。世帯分
（家族で１枚）ではありませんのでご注意ください。専業主婦等や１８歳以上で収入
がない方（予備校生を含む。）の分もすべて必要です。
※申請者が学部学生の場合、本人分は不要です。申請者の兄弟姉妹が学生（就学者）
の場合は必要ありません。

※ これらの必要項目
全てが記載されているもの。証明書の名称は地方自治
体により異なります。申請時現在の最新版は、令和２

年分（平成31年1月～令和元年12月）の証明です。

収入 所得 課税額

１．災害救助法の適用となった災害で被災し、修学困難となった学生に対して、被災状況に応じた
 免除制度があります。詳細は経済支援担当までお問い合わせください。
 （令和元年８月の前線に伴う大雨による災害、令和元年台風１９号にかかる災害、令和２年７月３日
  からの大雨による災害 など）
  ※災害発生後１年以内に納付する授業料を対象とします。
  ※災害救助法の適用地域については、下記をご覧ください。
    内閣府防災情報ＨＰ：http://www.bousai.go.jp/taisaku/kyuujo/kyuujo̲tekiyou.html

Ｄ．平成２８年熊本地震により被災した世帯の人

１．令和２年度は、大学独自の授業料免除を実施します。申請対象は、公的機関発行の罹災証明書が

 全壊・大規模半壊・半壊の世帯です。

 ※全壊・大規模半壊の世帯は、罹災証明書と「熊本地震特別枠 授業料免除申請書」を提出してく

 ださい。 

 ※半壊の世帯は、罹災証明書と「熊本地震特別枠 授業料免除申請書」に加え、熊本大学独自の授

 業料免除申請書と必要書類を併せて提出（併願）してください。罹災証明書と家計基準の審査を併

 せて行います。経済的に困窮していると認定されない場合は、免除の対象となりません。

２．申請受付期間と場所は、しおりの１ページをご覧ください。なお、修学支援新制度の申請要件に

 該当する人は、新制度の申請も行ってください。

３．申請書受付後、審査を行い、令和２年１１月下旬頃（予定）に免除結果をSOSEKIに掲載します。

 ※令和元年度に熊本大学の熊本地震特別枠での授業料免除申請を行った人で、上記C．の修学支援

  新制度の「在学採用」の申請を行った人は、１２月下旬（予定）に新制度の支援区分（免除区分）

  が決定するまで、SOSEKI画面上では「出願中」と表示されます。

４．上記３で、修学支援新制度の支援区分（免除区分）と大学独自の授業料免除結果との間に差額が生

 じた場合、あらためて既に提出された熊本大学地震特別枠授業料免除申請書に基づいて、大学独自の

 基準により審査を行い、令和２年度修学支援新制度の支援区分（免除額）との差額について、経過措

 置（大学独自の免除）が受けられる場合があります。

 ※この場合、大学独自の授業料免除の判定結果の公表時期は未定です。決まり次第、Ｗｅｂ掲示板及び

  大学ＨＰでお知らせします。

５．熊本地震特別枠での大学独自の授業料免除の受付は､令和２年度をもって終了します。
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（２）該当者が提出する書類

※（写）以外は原本の提出が必要です。

※（１）の申請者全員が提出する書類（必須）だけでは審査ができません。本人と同一生計家族で下表の対象者に
該当する場合は、該当する全ての項目について、証明書等を提出してください。

（ 源泉徴収票（写）や確定申告書（写）を提出する場合も、市区町村発行の所得（課税）証明書は全員必要で
す。）

※ 同一生計とは、同居・別居を問わず家計を支える者が送金等を行うなど、生活費に一体性がみられる状態のこと
をいいます。

※Ｐ.17にチェックリストがありますので活用してください。

所得等に関する証明書類

対象者
本人

チェック
発行機関等

給与所得者

①平成30年12月以前から同一会社等に
継続して勤務している場合

源泉徴収票（平成31(令和元）年分）(写）
※複数の勤務先がある場合は、すべてを提出

勤務先

②平成31年1月以降に就職・転職し、
現在も継続して勤務している場合

給与支給（見込）証明書 （様式5）
就労に関する申立書（様式８の２）

③平成31年1月～令和元年12月に退職
した場合（退職日が確認できるもの）

退職日が確認できる以下のいずれかの書類
離職票（写）、源泉徴収票（平成31（令和元）
年分）(写)、退職及び退職金支給証明書 （様式
6）※（様式８の２）も併せて提出すること。

④令和２年１月以降に退職した場合
（退職金がない場合も必要）

退職及び退職金支給証明書 （様式6）
就労に関する申立書（様式８の２）

平成31（令和元）年の中途以降に新た
に事業を始めた場合

最近3ヶ月の収入金額、必要経費、所得金額が分
かるもの。実績がない場合は、上記の見込み金
額が分かるもの（事業主本人の申立書、A4版様
式自由、署名、押印、コピー不可）（様式８の
２）

事業主本人

年金（恩給）受給者
※公的年金（老齢基礎・厚生・障害・遺族・
共済・企業・農業年金等）、個人年金、恩給
等

日本年金機構、
共済組合、保険
会社など

申請前６ヶ月以内(R2.4.1～R2.9.30)に臨時所
得（退職金、保険金など）がある場合

勤務先
保険会社など

失業中の場合 ハローワーク

休職中の場合 健康保険組合等

育児休業中の場合 ハローワーク等

児童手当、児童扶養手当、特別児童扶養手当
を受給している場合

市区町村など

生活保護を受けている場合 市区町村など

健康管理手当を受けている場合 所轄官庁

就労可能で無職無収入（専業主婦を除く。）
の者がいる場合
(18歳以上の者で予備校生を含む。）

該当者本人

日本学術振興会特別研究員に採用されている
場合（本人及び配偶者）

日本学術振興会

※（様式14）を1人１枚ずつ使用し、次の中で一番日付の新しいものを貼付のうえ、年
金の種類別の年額を全て記入して提出すること。
・最新の年金額改定通知書（写）
・年金振込（支払）通知書（ハガキ）（写）
・年金の源泉徴収票（写）

退職金源泉徴収票（写）、保険金支払証明書など臨時所得の金額及び受取日が分かるも
の〔退職金がある場合は、退職及び退職金支給証明書（様式6）でも可〕

雇用保険受給資格者証（第1面～第4面）（写）

採用決定通知書（写）、研究遂行経費の申請状況の判断できるもの

申立書（様式8）

休職証明書（休職期間が明記されているもの）
傷病手当受給者は傷病手当金通知書（写）など支給月額が分かるもの

育児休業手当、育児休業給付金受給資格者証（写）など支給月額が分かるもの

最新の認定・支払通知書又は児童扶養手当受給証など支給額が分かるもの（写）

最新の保護決定通知書など扶助料（最近３ヶ月分）が分かるもの(写）※生活保護を受け
ている方は申立書の記入をしていただきますので、申請前にお申し出ください。

健康管理手当証など支給額が分かるもの（写）

給与所得以外の所得がある者
（自営・農業等・外交員・不動産・雑所得・
利子配当・株式譲渡・一時所得等がある者）

所得者本人

（パート・アルバイト等を含む。申請者本人
のアルバイトは不要）
※右の①～④について該当するものを全て提
出。②～④に該当する場合は就労に関する申
立書（様式8の２）も必ず提出のこと。

証明書等

勤務先 (様式5）
前勤務先 (様式
6）
(様式8の２)は所
得者本人

平成31(令和元)年分確定申告書の第一表･第二表・第三表（税務署に提出した申告書控）
（写）※確定申告で分離課税分がある場合は、第三表も提出すること。
※確定申告を行っていない場合は、令和２年度市（町）県民税申告書等の平成31（令和
元）年分の収入金額、必要経費、所得金額が分かるもの
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特別控除に関する証明書類

独立生計者に関する証明書類

その他の証明書類

７．個人情報の取扱いについて
授業料免除申請書等に記入された内容や提出された書類等の個人情報は、授業料免除選考のために利

用し、 その他の目的に利用することはありません。

＊上記以外にも大学側が必要と認める場合、別途書類の提出を求めることがあります。
＊所得（課税）証明書等の原本を提出する書類は、発行日から３か月以内のものを提出してください。
＊A４サイズより小さいサイズの証明書類等は、指定された貼付台紙に貼付のうえ、提出してください。

●源泉徴収票等・・・・様式４ ●年金に関するもの・・・・様式14

※熊本地震により被災した世帯で、全壊・大規模半壊の世帯は、「熊本地震特別枠」で申請してください。
半壊の世帯は、「一般枠」と「熊本地震特別枠」で併願してください。

《注意事項》
①給与所得者や年金受給者で確定申告をする方は、必ず、源泉徴収票や年金に係る証明のコピーを

保管のうえ、免除申請時にそのコピーを証明書類として大学へ提出してください。
源泉徴収票等のコピーがない場合は、勤務状態（継続・退職）や年金受給期間等が確認できない
ため、再発行を求める場合があります。

②年金受給者がいる場合は、様式14に受給者ごと（1人1枚）に証明書類を貼付し、必要事項を記入
のうえ、提出してください。

対象者
本人

チェック
発行機関等

市区町村など

本人所持のもの

市区町村、勤務
先など

証明書等の種類

独立生計者（大学院生で次の全ての認定要件
に該当すること。）
【認定要件】
1.所得税法上、父母等の扶養家族でない者
2.父母等と別居している者
3.本人（配偶者がいるときは配偶者を含
む。）に収入があり、その収入について申告
がなされ、所得証明書等が発行される者

独立生計者申立書（様式10）及び以下のいずれかの書類の提出により、全ての認定要件
を満たしていることを証明してください。

 ・父母等の所得（課税）証明書など扶養関係を確認できるもの

 ・本人又は配偶者が筆頭の健康保険被保険者証（写）

 ・本人（配偶者があるときは配偶者を含む。）の所得（課税）証明書、源泉徴収票
(写）又は確定申告書（写）など収入が確認できるもの

対象者
本人

チェック
発行機関等

平成31(令和元)年度に申請者本人が給付奨学
金を受給した者（卒業・修了後、返還の必要
がないもの）

本人所持のもの
奨学生の決定通知書（写）
※令和２年4月入学の新入生（学部・3年次編入学）は、提出不要です。

証明書等の種類

対象者
本人

チェック
発行機関等

母子・父子世帯 申請者本人

就学者がいる場合（本人及び小・中学生を除
く。）

就学者の在学学
校

障害者、要介護者（要介護認定１～５）、原
爆被爆者（原爆被爆者は障害がある場合の
み）がいる場合

所轄官庁、病院
など

６ヶ月以上の長期療養者がいる世帯 病院、薬局など

申請前６ヶ月以内（新入生については入学前
１年以内）に火災・風水害にあった世帯
（※）

消防署、警察
署、市区町村な
ど

主たる家計支持者が別居している世帯（勤務
先の命令によるものに限る。）

勤務先など

学資負担者が６ヶ月以内（新入生については
入学前１年以内）に死亡した場合

保管中のもの
勤務先、関係機
関

長期療養証明書 （様式11） ※申請時現在、仕事に復帰している場合は該当しません。

障害者手帳（写）、療育手帳（写）、介護保険被保険者証（一・二面）（写）
被爆者健康管理手帳（写）など

証明書等の種類

母子・父子世帯申立書 （様式9）

在学状況及び授業料免除状況証明書 （様式7）
※必ず本学の（様式7）を使用してください。

被（罹）災証明書、被災額証明書などの被害金額が分かるもの又は被害届受付番号など
確定申告により雑損控除を受けている場合は、その金額が分かるもの
損害保険金等がある場合は、その支払金額が分かるもの

単身赴任証明書(様式12)及び主たる家計支持者の別居（単身赴任等）に係る支出状況申
告書 (様式13)  ※証明となる領収証等のコピーも提出してください。
死亡が確認できる書類
(退職金・保険金・遺族年金等の支払(見込）金額が分かる書類も併せて提出すること。)
※Q＆A⑬（15ページ）参照
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令和２年10月1日現在で記入すること。（添付書類の様式を全て同様に記入すること。）
ペン又はボールペンを使用し、修正する場合は、該当部分を＝で消し、上段等に正
しく記入すること。（訂正印不要。鉛筆や消せるボールペンは不可）
※印の項目は、該当するものを○で囲む。

８．『授業料免除申請書』記入について

（１）授業料免除申請書
記載内容は令和２年10月１日現在の状況

を記入してください。
なお、記載内容が、事実と異なることが

判明した場合は、免除が許可となっても許
可を取り消す等、処分の対象となることが
ありますので注意してください。

（２）申請理由
①本人を主体にして記入してください。
記載内容は、申請時現在（令和２年10月１日
現在）において申請するに至った事情、特に
説明を要する事情、経済的に授業料の納付が
困難な理由を具体的に記入してください。

※ローン返済は申請理由として相応しくあり
ません。

②主たる家計支持者が無職・失職中の場合は、
その年月、生活費の出所を所定欄に記入して
ください。（主たる家計支持者が無職・失職
中の場合、いつからその状況にあるのか、生
活費をどのようにまかなっているのか、再就
職の見通し等について記入してください。）

③ 火災・風水害等の事情で申請する場合は、
被害年月日、被害内容について詳細に記入す
るとともに、家庭調査票の「特別控除」欄の
「火災・風水害・盗難等の災害を受けた世
帯」欄にも記入してください（被害額証明書、
被(罹)災証明書等が必要です。）。※

※平成２８年熊本地震により被災した世帯（全壊・大規模半壊・半壊）の学生は、火災・風水害等の事情での申請
ではなく、『熊本地震特別枠』の申請書によって申請してください。

（３）休学歴
申請時現在に在学している課程において休学歴がある場合は、その期間・理由を記入してください。

（申請理由：本人が具体的に書くこと）

   父は、衣料品店を経営していますが、数年前に自宅近くに大型店が

進出したため、売上げ高が減少し、経営不振に陥っている状態です。

　私は３年生となり、勉学に忙しくなり、アルバイトをする時間的

余裕がありません。また、弟と妹を含めた３人の学費の出費が多く、

家計に大きな負担となっています。

　以上の理由により、学費の納入が非常に困難なため、授業料の免除

を認めていただきますようお願いいたします。

（主たる家計支持者が無職・失職中の生活費の出所）

　　　　年　　　月～

・生活費の出所：

※

病気・留学・その他（ ）

※

病気・留学・その他（ ）

理由

期間 ～ 理由

休

学

歴

期間 ～

熊 本 大 学 長 　殿

文 学部 文 学科

入進学年月　　　平成 ３０ 年　４　 月 （入学・進学・編入学）

学年 3 年

氏名（本人が署名すること） 熊　本

授業料免除申請書
令和　２　年　１０　月　１　日　

　授業料納付困難のため、令和２年度後期分の授業料を免除くださるよう関係書類
を添えてお願いいたします。

一　郎

３．１で「いいえ」を選んだ人は、次のＤまたはＥのいずれかに○印をつけてください。

　　Ｅ．年熊本地震以外の災害救助法適用地域で被災した世帯の人

【学部学生の申請対象者】　※次の１のいずれかに☑をつけてください。

１．令和元年度熊本大学前期または後期に授業料免除申請をした人である

　　　　　　　　　☑　はい　　□　いいえ
２．１で「はい」を選んだ人は、次のＡ～Ｅのいずれかに○印をつけてください。

　　Ａ．修学支援新制度の「給付奨学生」に採用された人

　　Ｂ．修学支援新制度の申請要件により、新制度の申請が出来なかった人

　　Ｃ．令和2年9～10月（予定）に実施する修学支援新制度の「在学採用」

　　　　　の申請を予定している人

　　Ｅ．年熊本地震以外の災害救助法適用地域で被災した世帯の人

　　Ｄ．平成２８年熊本地震により被災した世帯の人

　　Ｄ．平成２８年熊本地震により被災した世帯の人
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③就学者を除く家族
１）「氏名」欄は同居・別居を問わず申
請者と生計を同じくする方で、就学者を
除いた家族の全員を記入してください。
就学者（小学生以上）は右欄の就学者欄
のみに記入してください。

３）「現在の職業」欄は、無職の場合も空欄にせず、「無職」と記入してください。前年又は本年の途中から就職（業）
の場合は、その年月を（ ）書きしてください。

①学生番号
学生番号を記入してください。

②住所
令和2年10月１日現在とし、本人欄と家

庭欄の両方を記入してください。引越しの
予定がある者は引越先の住所を記入してく
ださい。

引越の予定があり、住所が決まっていな
い場合は、決まり次第経済支援担当窓口へ
報告してください。

４）主たる家計支持者に○印、別居者（単身赴任者などをいう。）に×印をつけてください。
父又は母が死亡・生別の場合は、氏名欄に記名のうえ（ ）で囲み、その年月等を「特別控除」の「母子・父子世帯」
欄に記入してください。《※例：（熊本太郎）》
※配偶者がいる場合は、父又は母の欄を空欄とし、母の下に「妻（夫）」と記入し、氏名等を記入しください。
（他欄には記入しないこと。）

（４）家庭調査票
正しく丁寧に記入してください。

（５）収入状況欄は大学記入欄です。（大学が収入や所得を区分ごとに確認するため使用しますので記入不要です。）
続柄 本人 父 母 姉 祖父 祖母

区分 （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

給料・賃金

役員報酬

専従者給与

年金・恩給

収 失業給付金

生活扶助費

アルバイト

入 商　　　業

工　　　業

農 ・ 林業

漁　　　業

状

家　　賃

地　　代

利子・配当

況 内　　職

親戚等の援助

そ の 他

退 職 金

保 険 金

資産譲渡

山林所得

その他

注１．給与所得は、前年１年間の収入金額（源泉徴収票の支払金額）を記入すること。

注２．給与所得以外の所得は、前年１年間（臨時所得は申請前６ヶ月間）の収入金額から

　　　必要経費を控除した額を記入すること。

備 考

 

給

与

所

得

　
（

注

１

）

　

給

与

所

得

以

外

の

所

得

　

　

　

　
（

注

２

）

臨

時

所

得

計

計

そ

の

他

の

雑

所

得

記入不要

２）「年齢」欄は必ず記入してください。

5 13 クマモト イチロウ

1 7 7 Ｌ 6 5 4 3 熊 本 一 朗
（２０歳）

〒 ８６０－００００ 〒 ８６６－００００

15 20

父 熊 本  太 郎 5 4 衣料品小売業
25 30

母 　　　春 子 5 2 農　業
35 40

姉 　　　夏 子 2 6
45 50

祖父
　　　秋 夫 7 7 専従者

55 60

祖母
　　　冬 子 7 5 な　し

65 70

75 80

85 90

℡　０９６５－００－００００℡　０９６－０００－００００

続 柄 氏 名

家 庭 調 査 票

学生番号 －
フリガナ

氏 名

住

所

等

本

人

家

族
熊本市中央区黒髪３丁目○ー○ 八代市○○町○○

給与所得の計 給与所得以外の所得計

(税込）　（千円） (税込）　（千円）
年 齢 現 在 の 職 業

本 人

　
就

学

者

を

除

く

家

族

⌒

主

た

る

家

計

支

持

者

に

○

　

別

居

者

に

×

）

会社員
(R1.6～)

網掛けの欄は
大学記入欄です。
申請者は記入で

きません。
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通学区分

本 ※115 前年度

1.自宅 奨学金 　を要する奨学金）については記入しない。 受給額(年額)　(千円)

人 受給状況 117

2.自宅外 (月額)

続 設置 通学

氏　名 在　学　校

柄 区分 区分 前 期 後 期

※121 ※122 ※123 ※124 ※125 126

1:国立 1:小学校　2:中学校　3:高校 0:無 0:無

兄 冬彦 4:大学　5:高専　6:専修学校(高等課程) 1:自宅

2:公立 7:専修学校(専門課程) 1:全額 1:全額 5 3 6
学校名　　熊本大学（理学部） 2:自宅外

3:私立 (４)年 2:半額 2:半額

※129 ※130 ※131 ※132 ※133 134

1:国立 1:小学校　2:中学校　3:高校 0:無 0:無

弟 大地 4:大学　5:高専　6:専修学校(高等課程) 1:自宅

2:公立 7:専修学校(専門課程) 1:全額 1:全額

学校名　○○○○高校 2:自宅外

3:私立 (２)年 2:半額 2:半額

※137 ※138 ※139 ※140 ※141 142

1:国立 1:小学校　2:中学校　3:高校 0:無 0:無

妹  千春 4:大学　5:高専　6:専修学校(高等課程) 1:自宅

2:公立 7:専修学校(専門課程) 1:全額 1:全額

学校名　医療ビジネス専門学校 2:自宅外

3:私立 （福岡）　　　　　　　(２)年 2:半額 2:半額

※145 ※146 ※147 ※148 ※149 150

1:国立 1:小学校　2:中学校　3:高校 0:無 0:無

妹  千夏 4:大学　5:高専　6:専修学校(高等課程) 1:自宅

2:公立 7:専修学校(専門課程) 1:全額 1:全額

学校名　○○○中学校 2:自宅外

3:私立 (１)年 2:半額 2:半額

※153 ※154 ※155 ※156 ※157 158

1:国立 1:小学校　2:中学校　3:高校 0:無 0:無

4:大学　5:高専　6:専修学校(高等課程) 1:自宅

2:公立 7:専修学校(専門課程) 1:全額 1:全額

学校名 2:自宅外

3:私立 (　)年 2:半額 2:半額

（ ３０ ）千円

※116　1:一種　2:二種　3:併用当年度受給状況　　　日本学生支援機構奨学金　　　

就

学

者

（

別

居

者

に

×

）

授業料免除状況

年額（千円）

授　業　料

前年度状況（国立学校の就学者のみ記入）

　給付奨学金（卒業後返還しなくてよい奨学金）のみ記入。貸与奨学金（卒業後返還

　奨学金名：　　○○奨学金

（７）就学者（本人以外）
➀兄弟姉妹の在学校等は、令和２年10月１日現在の就学者について記入してください。

就学者とは、次に在籍する者をいいます。小学校、中学校、高等学校、高等専門学校、大学（短大、大学院、
専攻科、別科を含む。）、特別支援学校、専修学校の高等課程・専門課程、放送大学の全科履修生。

各種学校（予備校、防衛大学校、水産大学校、職業能力開発大学校、農業大学校、インターナショナル・ス
クール等）に在学している者や、大学の研究生、聴講生、科目等履修生等は就学者に該当しませんので、「就学
者を除く家族」欄に記入してください。

②「設置区分」・「通学区分」は、小中学生も含めて、必ずいずれかを○で囲んでください。

③「在学校」
１）学校名は正式名を記入し、熊本大学在学の場合は、学部又は研究科・教育部名を（ ）書きしてください。
２）令和２年10月から大学等への進学が予定されている就学者がいる場合で、申請時点で未定の場合は、

進学予定者の学校名を鉛筆で記入してください。
３）学年は、令和２年10月１日現在で記入してください。

④授業料免除状況は、兄弟等が国立学校法人に在学している場合の記入欄です。「在学状況及び授業料免除状況証
明書（様式７）」をもとに必ず記入してください。「授業料年額」は、前期・後期のどちらか一方でも授業料免除
を受けた場合は、記入が必要です。（「授業料年額」は千円未満切上げ）

②当年度受給状況
日本学生支援機構の貸与型奨学金に

ついて、令和2年度１年間（R2.4～
R3.3）に受給予定の日本学生支援機構
奨学金の種類について記入してくださ
い。（申請中のものは記入しないでく
ださい。）

③前年度奨学金受給状況
平成31(令和元)年度１年間（H31.4～

Ｒ2.3）に受給した給付奨学金（卒業後
返還を要しない奨学金）について記入
してください。新入生は記入不要です。

（６）就学者（本人）

①通学区分
令和2年10月１日現在の通学区分をどちらか○で囲んでください。（独立生計者は自宅を○で囲んでください。）
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※ ※ 201

 母子父子世帯 母無 死亡・生別　（　　　年　　　月） 0:該当せず

父無 死亡・生別　（　　　年　　　月） 1:該当

続柄（　祖父　）　※　障害者・原爆被爆者（障害　有・無　）202

 障害者の 　　　　　　　　　　　　要介護者、要介護状態区分（   　）

 いる世帯 続柄（　　　　　）　※　障害者・原爆被爆者（障害　有・無） 人

　　　　　　　　　　　　要介護者、要介護状態区分（　　　）

続柄（　祖母　）　療養期間　28年8月から　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 長期療養者の ※　入院・通院・自宅療養　１ヶ月当たり療養費　３０　千円

 いる世帯　　　　　続柄（　　　　　）　療養期間　　　年　　　月から 203

※　入院・通院・自宅療養　１ヶ月当たり療養費　　　　　千円

 主たる家計 １ヶ月当たり住居・光熱費等 208

 支持者の別居 千円　

 火災・風水害・ 被害内容 213

 盗難等の災害を

 受けた世帯 被害額　　　　　　　千円

218 人 220 223

　A:Ａ級地　B:Ｂ級地 　　0:不適格　1:適格

224 227 辞退

　1:一般　　　　 2:家計　　　3:学力 　　　　　 4:事由

　5:事情（家計支持者死亡）　　6:事情（災害）　7:事情（その他）

社 会 人 228 ０：該当せず　　１：該当 特別控除(家賃)千円 229

※ 印は、該当するものを○で囲むこと。 大学認定欄（網掛け部分）は記入しないこと。

合計（年額）（千円）

特

別

控

除

大

学

認

定

家 族 数 居 住 地 学 力

申 請 区 分

①母子父子世帯
父又は母のどちらか一方、あるいはその両方が死亡・生別の場合は、「就学者を除く家族」欄に（ ）書きにて記入の
上、この欄にも記入してください。

③長期療養者のいる世帯は、６ヶ月以上療養中又は療養見込の者について、１ヶ月平均療養費を記入してください。
（入院の場合の食費は除く。）（様式11を提出してください。）

②障害者のいる世帯は障害者手帳、要介護
手帳、医師の証明書等により記入してくだ
さい。
原爆被爆者については、障害の有無を○で
囲み、要介護者については、要介護状態区
分を記入してください。（手帳のコピーや
証明書等と年金を受給している場合はその
内容を申告（様式14）してください。）

④主たる家計支持者が別居のために、特別に支出している住居費、光熱・水道費の１ヶ月平均月額を記入してくだ
さい。（様式12、13を提出してください。）ただし、勤務先から命令された単身赴任で、別居のため特別に支出して
いる実費が単身赴任手当等の金額を上回る場合のみ、控除の対象となります。自己都合の別居は対象外ですのでご注
意ください。

（８）特別控除
特別控除を希望する場合は、必要事項を記入のうえ、必要書類を提出してください。区分に該当する方がいても、
控除を希望しない場合は不要です。

「在学状況及び授業料免除状況証明書」（様式７）について

①高校生以上の就学者については、必ず「在学状況及び授業料免除状況証明書」（様式７）を提出してください。

様式７以外による証明書（在学証明書等）は受付できません。〔Q＆A⑥（15ページ）を参照〕

②証明を提出後に退学等、証明内容に変更があった場合は、速やかに経済支援担当まで申し出てください。

14



質問 回答

①
申請期間中に実習等で大学へ持参できません。
友人の代理申請は可能ですか。

家庭状況や収入について面談により確認しますので、友人による代理申請はできません。事前に学生生活課
経済支援担当へ連絡し、本人が申請期間前に経済支援担当窓口へ提出してください。

②
授業料免除申請は、１年に１回すればよいので
しょうか。

授業料免除申請は、学期（前期・後期）ごとに受付を行いますので、それぞれに申請しなければいけませ
ん。詳細な日程は、別途掲示等にてお知らせします。申請時期（予定）は、以下のとおりです。
前期分：２月下旬～３月上旬頃   ※前期・後期いずれも年度により若干申請時期が異なります。
後期分：７月下旬～８月上旬頃

③
前期に提出した書類を、後期も提出しなければ
いけませんか。

前期、後期と分けて申請受付を行いますので、同一書類でも毎回提出が必要です。特に所得（課税）証明書
は、前期と後期では証明の内容が異なりますので注意してください。なお、提出された書類は返却できませ
んので、必要なものは必ずコピーをとっておいてください。

④ 源泉徴収票は、コピーでいいですか。 コピーを提出してください。前・後期いずれも申請する場合、同一の源泉徴収票が必要となります。

⑤
確定申告書（写）が、提出期日までに間に合い
ませんが、どうしたらいいですか。

申請書提出日には、確定申告書（写）を除く必要書類を提出してください。
確定申告書（写）は、申告後、速やかに提出願います。

⑥

高校生以上の就学者の「在学状況及び授業料免
除状況証明書」は、各学校が発行する「在学証
明書」でもいいですか。

各学校が発行する「在学証明書」では就学者の在学状況や通学状況等が確認できないため、証明書として受
領できません。必ず、本学所定の（様式7）をご使用ください。

⑦
親は会社員ですが、所得（課税）証明書と源泉
徴収票(写）のどちらも必要ですか。

どちらも必要です。所得（課税）証明書で所得の種類（給与収入・営業所得・農業所得等）やその他の所得
（不動産や雑所得等）を確認し、それぞれについて、給与収入であれば源泉徴収票（写）で、営業・農業所
得や不動産所得等であれば、所得税の確定申告書（写）、あるいは市（町）県民税申告書（写）で収入又は
所得の金額を確認します。

⑧
母は専業主婦で収入がありません。収入がない
人でも所得（課税）証明書は必要ですか。

収入が無かったことを証明するために必要です。無職であっても、不動産所得等がある場合がありますの
で、確認のために提出をお願いします。

⑨
祖父母は年金受給者ですが、所得（課税）証明
書は必要ですか。

必要です。収入が年金のみの場合は、所得（課税）証明書と（様式14）を1人1枚ずつ使用し、次の中で一
番日付が新しいものを貼付の上、年金の種類別の年額を全て記入して提出してください。[年金額改定通知
書（写）、年金振込通知書（写）、年金の源泉徴収票（写）]

⑩
家族に無職の者がいますが、所得（課税）証明
書は必要ですか。

必要です。所得に関する証明書に加え、18歳以上で就労可能な無職・無収入の人がいる場合は、無職である
ことの申立書（様式８）も提出してください。

⑪
兄が３月に大学を卒業し、４月から就職します
が、何を提出すればよいですか。

４月の入社以降に、給与支給（見込）証明書（様式５）を提出してください。
なお、実家から離れて別生計になる場合は、何も提出する必要はありませんし、申請書の家族欄に記入する
必要もありません。

⑫
父（学資負担者）が７月に退職します（した）
が、提出書類は何が必要ですか。

次の書類が必要です。※3～6は該当する全てについて提出してください。就労に関する申立書    （様式8の
２）はいずれの場合も併せて提出が必要です。
１.所得（課税）証明書
２.退職及び退職金支給証明書（様式６）
３.失業手当を受給する場合：雇用保険受給資格者証（写）
４.転職した場合：給与支給（見込）証明書（様式５）（新しい職場で証明を受けてください。）
５.無職となり失業手当を受給しない場合：無職であることの申立書（様式８）
６.年金を受給する場合：年金決定通知書（写）

⑬
父（学資負担者）が、５月に亡くなりました。
どのような書類を提出すればよいですか。

１.死亡が確認できる書類（死亡診断書（写）、戸籍抄本等）
２.保険金があれば金額・支払年月日が分かるもの（保険金支払計算書（写）等）
３.退職金があれば、金額・支払年月日が分かるもの（様式６等）
４.遺族年金があれば、その金額が分かるもの（年金振込通知書（写）等）
５.保険金・退職金・遺族年金がなければ、その旨を記入した申立書（様式８）

⑭
授業料の口座自動引落としをしていますが、免
除申請中の引落としはどうなりますか。

免除の許可又は不許可の決定があるまでは、申請中の学生の口座自動引落としは行いません。決定後、引き
落とすことになります。引落日は、各免除対象者別のページ（６～7ページ）を参照願います。

⑮ 学業成績の基準について教えてください。

⑯

両親からの仕送りは一切なく、アルバイトと奨
学金で生活していますが、独立生計者になりま
すか。

両親からの仕送りがないだけでは、独立生計者にはなりません。
大学院生で次の１～３の全てに該当することが、独立生計者の条件です。
１．所得税法上、父母等の扶養でないこと。
２．父母等と別居していること。
３．本人（配偶者があるときは配偶者を含む。）に収入があり、その収入について申告がなされ、所得に関
する証明書が発行されること。

申
請
手
続

提
出
書
類

そ
の
他

９．授業料免除に関するQ＆A

・学部２年次以上：前年度までにおいて、本人の所属する学部等で定められた標準修得単位

数を修得している者で学業成績の指数（GPA）が2.0以上、かつ、学業成績が上位1/2以内

の者
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未定です。決まり次第、掲示及び大学HP
でお知らせします。

【令和３年度前期分授業料免除申請スケジュール】

    ※前期分の授業料免除申請スケジュールは、

【申請に当たっての注意点】

■申請は、必ず申請者本人が行ってください。本人確認のため、学生証の提示をお願いします。
代理人による申請は認められません。

■このしおりを熟読のうえ、提出書類は不備・不足のないよう早めに準備してください。不備・不足がある場
合は、事実確認ができないため選考から除外されることがあります。

■提出期限を過ぎての申請は、一切受け付けません。ただし、学資負担者の死亡等による家計急変の際は、
授業料の納入期限内の窓口開室時間にご相談ください。

■やむを得ない事情（実習・学会・インターンシップや就職活動等）で受付期間内に申請できない場合は、
必ず７月28日（火）までに連絡のうえ、同日までに持参してください。
※やむを得ない事情に「アルバイト」、「自動車学校」、「旅行」、「帰省」等は含まれません。

■申請後、記載事項に変更があった場合は、速やかに学生生活課経済支援担当まで届け出てください。
本人の休学や退学、家族の就職や離職、死亡、兄弟姉妹の退学等が対象です。

■学期途中からの休学・復学、また、学期途中に修了・退学を予定している場合は、免除の申請ができません。
申請後にこのような事由が発生した場合は、申請取り下げとなりますので速やかに申し出てください。

■記載内容が事実と異なることが判明した場合は、免除が許可となっていても許可を取り消す等、処分の対
象となることがあります。

■平成２８年１月からマイナンバー制度の運用が開始されましたが、大学ではマイナンバーを受領できない
ため、免除申請に添付する各種証明書等は、マイナンバーの記載がないものを提出してください。 なお、
マイナンバーが記載された各種証明書等の交付を受けた場合は、当該マイナンバー部分を油性のマジック
等で塗りつぶしたうえで提出してください。

【問い合わせ先】〒８６０－８５５５
熊本市中央区黒髪２丁目４０－１
熊本大学学生生活課経済支援担当
電話：０９６－３４２－２１２６
窓口開室時間：平日 ８：３０～１８：１５

学生及び保護者の皆様へお願い

■授業料免除は、学生本人の申請となっており、学生自身がきちんと理解して申請するよう指導して
おります。また、免除結果も学生自身が学内のパソコンから確認するようになっており、保護者の方
への結果通知や郵送は行っておりません。学生の自立性を促すため、ご理解、ご協力の程よろしくお
願いいたします。
■前期分授業料免除については、別途申請手続きが必要です。
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※書類はマイナンバーのないものを提出のこと！

※２の「授業料免除連絡票」は申請受付時に配布します。 本人 父 母 夫(妻) 兄 弟 姉 妹 祖父 祖母 他

1.授業料免除申請書
2.（受付時配付）授業料免除連絡票  (様式1）
3.アルバイト収入状況申立書  (様式2）
4.奨学金受給状況申告書  (様式3）

 (様式4)
 (様式5)

 (様式14）

 (様式6)

 (様式８）
（様式8の2）

 (様式9)
 (様式7)

 (様式11)
 (様式12)
 (様式13)

 (様式10)

該当者

【提出前セルフチェックリスト】

最新の児童扶養手当証書（写）など受給金額がわかるもの

5.市区町村発行の最新の所得（課税）証明書（原本）1人1枚

給
与
・
所
得
関
係

平成31(令和元)年分源泉徴収票（写）（貼付台紙）
給与支給（見込）証明書
平成31(令和元)年分確定申告書(写)(第一表、第二表、あれば第三表)

年金受給状況申告書
最新の年金振込通知書(写)・年金改定通知書(写)・年金の源泉徴収票(写)

退職及び退職金支給証明書
退職日が確認できる離職票・退職金源泉徴収票など（写）
雇用保険受給資格者証（第1面～第4面）（写）
休職証明書・傷病手当金通知書など（写）
育児休業手当・育児休業給付金受給資格者証（写）
児童手当等支払通知書（写）または受給金額がわかるもの（写）

全
員
提
出

独
立
生
計
者

独立生計者申立書
本人又は配偶者が筆頭の健康保険者証（写）

特
別
控
除
関
係

母子・父子世帯申立書
在学状況及び授業料免除状況証明書    
身体障害者手帳、療育手帳、介護保険被保険者証など（写）

単身赴任等に係る支出状況申告書
学資負担者の死亡が確認できる書類（写）

本人（配偶者も）の所得に関する証明書、源泉徴収票（写）又は確定申告書（写）

※市県民税等まで証明されたもの（非課税の場合も必要）

奨学生の決定通知書（写）（新入生を除く。）

最新の保護決定通知（写） （受給金額がわかるもの）

日本学術振興会特別研究員採用決定通知書（写）

父母等との別居が確認できるもの

長期療養証明書
単身赴任証明書

申立書（無収入などを申立書に記入）
就労に関する申立書

令和２年度 市(町)県民税申告書等（写）

巻末付録：提出の必要はありません。

冊子を熟読の上、必要書類を全て揃えて提出しましょう。提出期間に合わせて計画的に準備をしましょう。
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